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はじめに 

 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構において、制度評価は、被評価案

件ごとに当該技術等の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会の

下に設置し、研究評価委員会とは独立して評価を行うことが第４７回研究評価委員会におい

て承認されている。 

 
本書は、「希少金属代替省エネ材料開発プロジェクト／希少金属代替・低減技術実用化開

発助成事業」の事後評価報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基

づき、研究評価委員会において設置された「希少金属代替省エネ材料開発プロジェクト／希

少金属代替・低減技術実用化開発助成事業」（事後評価）事業評価分科会において確定した

評価結果を評価報告書としてとりまとめたものである。 

 
 
 

平成２９年２月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会「希少金属代替省エネ材料開発プロジェクト／希少金属代替・低減技術実用

化開発助成事業」制度評価分科会 
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審議経過 

 
● 分科会（平成２８年１２月１２日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．制度の概要説明 
６．まとめ・講評 
７．今後の予定、その他 
８．閉会 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 
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１．位置づけ・必要性について 

希少金属の安定供給に関する「中長期的」なリスクに着目し、その代替に関する技

術開発を加速させようという政策意図は明快であり、旧来の事業の単なる延長線とい

うよりは、「第 3 期科学技術基本計画」における方向性にも沿った制度としての位置

づけも明確であった。また、NEDO が事業化を強く意識しながら初めて取り組んだ意

義は大きく、設定した目的や目標も妥当であった。 
一方、制度の「目的」と「目標」の区別が判然としなかった。今後は、設定する「目

的」ないし「目標」については、事後的に成果を検証しやすい KPI（Key Performance 
Indicators：重要業績評価指標）との紐づけが必要と思われる。また、事業目的では

希少金属の代替や省資源といった点を重視しているが、材料技術分野における研究開

発能力の向上、生産性の向上といった素材産業の抱える構造的な課題解決にも資する

ような視点も盛り込み、我が国がこの分野で世界を主導していくための視点も必要で

ある。目標は、一製品あたりの希少金属元素の使用原単位を対象としていたが、単位

重量あたりの発現機能（例：エネルギー変換効率など）といったように、社会課題の

解決とも結びつくような設定も望まれる。 

 
＜肯定的意見＞ 
・ 希少金属（レアメタル）の原料・材料が輸入しにくくなる国際環境が生じたことに

対して、日本では希少金属材料の代替材料開発とその使用量低減開発による開発プ

ロジェクトを実施したことは、国内の部品・製品メーカーが希少金属材料の入手確

保に効果をもたらす制度として効果を上げたと考えられる。日本の産業界の具体的

な要請を反映した技術開発支援制度になっており、NEDO が関与すべき本来業務

である。 
・ 希少金属の安定供給に関する「中長期的」なリスクに着目し、その代替に関する技

術開発を加速させようという政策意図は明快であり、政策における制度の位置づけ

は明らかだったと考える。 
・ 希少金属代替、低減化技術実用化に関する制度であり、目的、目標とも妥当と判断

できる。 
・ 希少金属代替・低減技術分野に焦点を絞り、実用化まであと一歩という提案を掬い

上げるための制度設計は入念に行われていました。旧来の事業の単なる延長線とい

うよりは、「第 3 期科学技術基本計画」における方向性にも沿った制度としての位

置づけも明確でした。NEDO としては、最も得意とする分野の一つであり、NEDO
による事業展開は必然と考えられます。喫緊の課題でもあり、「実用化を加速する

こと」を目的として重視したのは望ましいことです。 
・ 資源に乏しい我が国において、その安定調達確保策の一つとして本制度を実施する

ことは極めて重要であり、本制度の必要性は高かった。消費量は少ないが各種機能

の発現では必要不可欠であるといったレアメタルを対象として、NEDO が（文部

科学省とは異なる視点で）事業化を強く意識しながら初めて取り組んだ意義は大き
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い。この点から本制度の必要性は高かったと判断できるほか、設定した目的や目標

も妥当であったと判断できる。 
持続可能な社会を形成する上で、資源の効率的な利用が重要であり、根拠で掲げて

いる「資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術」の開発

を目指したことは、中長期的に意義が大きい。 

 
＜改善すべき点＞ 
・ 希少金属材料の代替材料開発とその使用量低減開発による開発成果そのものでは

効果が上げられたが、レアメタル確保戦略の全体像の中での代替材料開発とリサイ

クルの実現性での重みなど、その鳥瞰図の提示が弱い傾向があった。 
・ 制度の「目的」と「目標」の区別が判然としない。3 で検証対象となっている「最

終目標の達成」との関係性も含めて整理が必要。その上で、設定する「目的」ない

し「目標」については、事後的に成果を検証しやすい KPI との紐付けが必要。 
・ 改善ではないが、レアメタルの元素群が多数であり、少し重点的に絞るのもよいか

とも感じた。 
・ 「実用化を加速すること」を目的として設定することは極めて重要ですが、その一

方で、実は既にほぼ完成しているかもしれない提案と実用化まであと一歩の提案と

の線引きが難しくなる可能性があります。制度の目的（目標）の設定については、

特段問題があるわけではないですが、微に入り細にわたる設計をし尽くした上で、

提示する方がよいと思います（実際にはそのように設計されている場合においても、

なお一層の留意を重ねるのが望ましいという程度の意味です）。例えば、事業終了

後数年で実用化が期待できる優れた提案に対し助成するという趣旨はもっともで

すが、「実用化を加速すること」という目的も含めて、やや抽象的な気がします。 
・ 根拠とした「資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術」

は、どちらかというと中長期的な資源問題を念頭に置いていると考えられるが、本

制度の目的では供給リスクの軽減といった短中期的な資源問題を重視しており、必

ずしも整合していない。結果として、本制度の根拠として考えていた、中長期的な

問題解決の手段としての技術開発から、乖離してしまった感がある。地政学的動向

や市場動向といった短期的に大きく変化する要素に目的の達成が左右されやすい

結果となってしまっている。供給リスクの軽減は、あくまで資源問題の一要素であ

ることを踏まえ、持続可能な社会を形成するための一手段として、より少ない資源

でより豊かな社会を形成するための（例：低炭素社会、資源循環社会等）手段とし

て本制度（技術開発）を位置づけるなどの工夫が期待される。このほか、事業目的

では希少金属の代替や省資源といった点を重視しているが、我が国材料技術分野に

おける研究開発能力の向上、生産性の向上といった我が国素材産業の抱える構造的

な課題解決にも資するような視点も盛り込み、我が国がこの分野で世界を主導して

いくための視点も必要である。目標は、一製品あたりの希少金属元素の使用原単位

を対象としていたが、これについても単位重量あたりの発現機能（例：エネルギー
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変換効率など）といったように、より大きな社会課題の解決とも結びついている目

標が望ましい。 
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２．マネジメントについて 

国際的にも先行した取組であるにも関わらず、短期間に 17 の事業を採択し、2 年間

の助成期間という設計の下で、その大部分で採択当初の目標を達成しており、審査・

テーマ評価とも適切に行われたと評価する。また、応募対象分野、応募対象者、開発

費のいずれも妥当であった。特に、テーマ発掘のための活動に相当注力しており、

NEDO の持つノウハウ、経験を総動員しており、適切なテーマ設定がなされた。運営・

管理についても、制度評価（中間）を実施し、必要に応じて制度を不断に見直す姿勢、

実際に改善の意見に対し、即座に対応してきた姿勢などにみられるように、優れたマ

ネジメントによる取組が行われた。 
一方、助成期間を 2 年間としたのは「実用化を加速すること」を目的としているた

めと推察されるが、早期実用化と川上・川下との連携を要件としたことで、特に制度

後半については、申請案件が実用段階一歩手前など熟度の高いものに限定された可能

性が懸念される。また、「事業終了後数年に実用化すること」（早期実用化の要件）の

「数年」があまり明確ではないため、助成期間を 2 年としたことと必ずしも調和して

いない。川上と川下の連携については、提案時にユーザーを体制に含ませるだけでは

なく、研究開発者とユーザーとが意見交換できるような場を継続的につくるなど、実

際の連携を促すような施策も考慮することが望ましい。 

 
＜肯定的意見＞ 
・ 助成事業として 2 年間の実施期間という基本設計の下に、採択者に開発を集中して

実施させる仕組みは、達成度が 17 件中、16 件が事業シーズの構築に成功するとい

う大きな成果を上げている。代替材料開発と使用量低減開発の成果を実際に採用し、

利用する川下の部品・部材・製品メーカーなどの具体像を提示させ、目標を的確に

定めた開発を実施させている。 
・ 国際的にも先行した取組であるにも関わらず、短期間に 17 の事業を採択し、その

大部分で採択当初の目標を達成しており、審査・テーマ評価とも適切に行われたと

評価出来る。また、助成率も事業者の自助努力を促す水準に設定されており、妥当

と考えられる。 
・ 白金を中心としたレアメタルに焦点を当て、応募対象分野、応募対象者、開発費と

も妥当と思われる。応募件数は年々減少してきており、何らかの方策が必要にも感

じる。 
・ 助成期間を除き、応募対象分野、応募対象者、開発費のいずれも妥当と考えられま

す。テーマ発掘のための活動に相当注力しており、NEDO の持つノウハウ、経験

を総動員しており、十分な信頼性を確保している点が高く評価できます。特に、明

確な書面審査基準を設け、それを一つの必要条件項目とした上で、技術評価を行っ

たこと、いわば２段評価に相当する評価方法を設け、さらにはヒアリング審査も必

要に応じて実施するなど、入念なテーマ発掘に取り組んだことが高い評価に値する

と考えられます。同様に、契約・助成にあたっても、明確な審査基準に基づき審査
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が行われ、それが目的・目標を達成しうるかという観点での審査に直結する点にお

いて、ある種のマネジメント能力を示していると考えられます。ハンドリングが容

易ではない運営・管理についても、NEDO の持てる力をフルに発揮しており、相

対的に優れたマネジメントによる取組が行われていたことが認められます。それは、

制度評価（中間）を実施し、必要に応じて制度を不断に見直す姿勢、実際に改善の

意見に対し、即座に対応してきた姿勢などに端的に現れています。 
・ 事前に様々な元素についてリスク評価を行い、短期的なものは本制度の対象とし、

そうではない中長期的なものを委託事業の対象としていたことから、交付先につい

て十分な考慮がなされている。また、採択件数を上回る程度の応募件数があり、技

術開発の必要性や潜在的なシーズを一定程度発掘できていたと評価できる。 

 
＜改善すべき点＞ 
・ 平成 24 年度、平成 25 年度などの先発の実施者から、川下の部品・部材・製品メー

カーなどから実際に利用してみた時の評価などのユーザー評価事例が報告されず、

具体的成果の検証が弱いと感じた。このユーザー評価事例の報告がいくつかあると、

この制度の PCDA サイクルの具体例があり、制度の効果を具体的に把握する事例

が部分的に得られた可能性があるといえる。 
・ 早期実用化と川上・川下との連携を要件とし、かつ時間軸も短い（実施期間 2 年、

数年で実用化）という条件のため、申請案件が実用段階一歩手前など熟度の高いも

のに限定された可能性が懸念される（特に、制度の後半部分）。実績が想定内であ

れば問題ないが、より幅広い申請への期待がある場合、「早期実用化」要件をもう

少し緩和してもよいかもしれない。その場合は鉱種を絞り込むなどの条件厳格化と

セットで検討するのが妥当。 
・ 2 年間はかなり短期間のように感じた。最終年度に至っては 1 年間の設定であり、

かなり成果が上がっている。ある程度、見通しが立っていることが前提になってい

たようにも伺える。 
・ 助成期間を 2 年間としたのは「実用化を加速すること」を目的としていることから

だと思います。その一方で、事業終了後数年に実用化することも謳われています。

この「数年」が 2 年なのか、3 年なのか、あるいは 5 年なのか明確ではないため、

助成期間を 2 年としたことと必ずしも調和していないようにも思われます。2 年と

いうのは相当短い期間ですので、もし 2 年とするのであれば、テーマの発掘の仕方

や、助成金の金額を柔軟に設定する方がよいかもしれません。また、逆に 2 年間の

助成でほぼ目的を達成し、あと 1 年助成すれば実用化にすぐに至るような課題に対

しては助成を続けることも考慮してよいかもしれません（実際、考慮された課題が

ありましたが）。さらに、研究開発費も、ステージに応じて（初年度と 2 年目）金

額を変えるとか、開発費も大中小レベルで用意し、件数を伸縮するなど、柔軟な対

応をした方が、結果的に大きな果実に繋がると思われます。 
・ 本制度では、掲げた目的及び目的が市場動向や地政学的動向に左右されやすい事情
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があるにも関わらず、募集対象とした元素、研究開発期間、また設定目標がやや硬

直的に設定されていた。社会課題の変化に対応するためのしくみ（契約・交付条件

の見直し、公募・審査要件の見直し、要求目標の見直し、これらを行うマネジメン

トや評価方法の開発等）を本制度に含めるか、社会課題の変化を織り込んだ目的、

目標設定を行っていくことが望ましい。必要に応じて、そうした目標設定の方法な

ども並行して検討、開発していくことが望ましい。公募・審査にあたっては、公募

時に期待している事項以外で波及効果も期待できる場合（現状機能の更なる向上、

低リスク資源の有効活用等）、社会情勢に応じて加点評価を行うなど、運用や評価

に柔軟性を持たせることが望ましい（本制度で想定していたような特定資源国から

供給が途絶した場合であっても、本制度で採択した研究開発テーマには有用なテー

マが多いと考える）。また、川上と川下の連携を促すのであれば、提案時にユーザ

ーを体制に含ませるだけではなく、研究開発と並行した研究会の設置を行い、そこ

で常に研究開発者とユーザーとが意見交換できるような場も継続的につくるなど、

実際の連携を促すような施策も考慮することが望ましい（審査時に記入してもらう

だけでは、研究開発時点で具体的な意見を取り入れていくかどうかの見通しが不明

である）。 
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３．成果について  

17 の助成課題のうち 16 の課題において目標を達成した。未達成（改善が必要）の

1 つの課題についても、技術的な問題ではなく、いわば不可抗力的問題であり、事実

上、全ての課題で目標を達成し、日本での希少金属材料を安定して確保する環境を整

えることに貢献した。また、特許出願、論文投稿、研究発表、マスコミでの掲載など、

社会経済に対して多数の波及効果も認められた。 
一方、制度自体の運営管理・事後評価、特に、「社会経済への波及効果」という定性

的な効果を検討する上で、制度の目指すアウトカム（「開発の加速」、「事業化のフィー

ジビリティ底上げ」、「新製品の上市」等）の明確化が重要である。今後は、資源の供

給リスクといった部分的な社会課題の解決にとどまらず、これらが改善、解決された

場合に期待される一段上の波及効果についてもきちんと目を向け、新たな目標設定へ

とフィードバックさせていくことが望まれる。なお、現時点では、実際に事業として

実現しているとの事例の報告がほとんどなく、具体的な成果の把握は難しい。また、

開発成果を利用する川下の部品・部材・製品メーカーなどの具体像に迫る報告も弱か

った。2 年から 5 年後に当初の予定通り、実用化が達成されているかを確認するため

には、今後の追跡調査が必要であろう。 

 
＜肯定的意見＞ 
・ 希少金属材料の代替材料開発とその使用量低減開発による開発プロジェクトは達

成率がほぼ 16/17 と約 94％の高い成功率で事業シーズの構築に成功し、日本での

希少金属材料を安定して確保する環境を整えることを実現している。 
・ 上記の通り、制度の「目的／目標」の設定次第で評価は変わりうるが、希少金属の

中長期安定供給がリスクファクターとして認識されたタイミングで導入され、代替

技術の開発を加速するという制度趣旨に照らせば、採択した 17 件の事業で相応の

予算を消化し、かつ大部分で採択当初の目標達成が確認出来ていることから、目標

は十分に達成したと評価出来る。 
・ 未達成の 1 件についても当初の技術的面では達成しているとのこと、総合的に目標

を達成していると感じた。 
・ 17 の助成課題について 16 の課題において目標を達成している（妥当評価を得てい

る）のは驚異的だと思います。未達成（改善が必要）の 1 つの課題についても、技

術的な問題ではない、いわば不可抗力的問題によるものですから、事実上、全ての

課題で目標を達成したことになります。これは、課題選定作業において、関係者が

いかに真摯に取り組み、また発掘が成功したことを意味しています。希少金属代

替・低減技術という課題そのものが社会・経済への波及効果が期待できるので、目

的・目標を達成した課題は全て評価できます。中でも、Eu、Ce、Y 不使用型蛍光

体開発、Nd 及び Dy を使用しないモーター開発、ITO 代替え銅ワイヤー透明導電

膜の開発は、希少元素の低減よりは社会的・経済的インパクトが大きいので、高く

評価できます。一方、趣旨は異なりますが、廃蛍光体からテルビウムを回収し、そ
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れを蛍光体開発に利用した研究事例も高く評価できます。代替・低減という語句の

枠に捉われず、助成を決断した外部有識者と NEDO 関係者の慧眼を高く評価しま

す。 
・ 採択案件について、1 件を除いてすべて目標を達成しており、十分に高い達成度で

あると評価できる。このほかにも特許出願、論文投稿、研究発表、マスコミでの掲

載など、社会経済に対して多数の波及効果を認めることができる。特に日米欧三極

による会議を立ち上げるきっかけとなった、本制度及びこれに関連する事業の存在

は大きく、我が国が素材研究開発分野を主導するきっかけを提供するに至った点は

大きい。 

 
＜改善すべき点＞ 
・ 達成率がほぼ 16/17 と約 94％の高い成功率で事業シーズの構築に成功していなが

ら、実際に事業化しているとの事例の報告がほとんどなく、具体的な成果の把握が

難しい状況になっています。制度上では、開発成果を利用する川下の部品・部材・

製品メーカーなどの具体像を提示させながら、その具体像に迫る報告が弱いといえ

る。また、社会経済への波及効果の説明として、各実施者の開発成果のオープン＆

クローズド戦略について、ある程度の内容の報告があると、今後の参考になるだろ

うと感じた。 
・ 制度の目指す outcome が何なのか（「開発の加速」なのか、「事業化のフィージビリ

ティ底上げ」なのか、「新製品の上市」なのか等）を明確にすることで、制度自体

の運営管理・事後評価も容易になると考える。特に、「社会・経済への波及効果」

という定性的な効果を検討するうえで有効と思われる。 
・ 改善ではないが、今後の追跡調査（2 年から 5 年後、実際に当初の予定通り、実用

化が達成されているか）の確認は必要と感じた。 
・ 何をもってして目標を達成した（達成度が妥当）とするかで、成否が変わるような

気がします。また関連分野において、10%の向上でも画期的であるとされる分野も

あれば、10 倍の向上を求められる分野もあると思います。相当木目細かい達成度

を判断する基準が必要と考えられます。また、日進月歩の分野もあり、当初目標が

終了時には意味をなさないこともあるので、注意を要することもあろうかと思いま

す。助成事業を行った NEDO としては、全ての課題を「目標達成」（達成度が妥当）

としたいところだと思いますが、その点については、ランキングを細かく分けた方

がよいと思います。いわゆる「改善が必要＝×」という評価が大勢を占めるようで

は、困りますが、同じ「妥当である＝〇」の中でも、１０段階で評価した方がよい

ように思います（非常に大変で、評価のための評価になり本末転倒になりかねない

という問題はありますが）。〇評価を出してもらうために、マネジメントを強化し、

叱咤激励していただくのは大変結構なことですが、その一方で、安全な課題（〇に

繋がる課題）を無意識の内に選考することのないように留意する必要もあると思い

ます。17 の助成課題の内、1/3 程度が成功、1/2 程度が概ね成功、残りの 1/6 程度
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がもう一歩みたいな評価分布であったほうが自然だと思います。 
・ 日米欧三極による会議を通じて、世界における材料技術開発を主導できる立場を得

ることができたものの、本制度は希少金属の代替や省資源といったやや部分的な社

会課題を念頭において進められることが多いように見受けられる。結果として、そ

の波及効果は限定的にしかとらえられていない可能性がある。資源の供給リスクと

いった部分的な社会課題の解決にとどまらず、これらが改善、解決された場合に期

待される一段上の波及効果についてもきちんと目を向け、また新たな目標、目標設

定へとフィードバックさせていくことが望まれる。本制度で得られた成果や基礎的

なネットワーク、リソースを活用し、今後どのように我が国の材料技術開発が世界

をリードしていくかの施策を検討、実行していくことが望まれる。 
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４．総合評価／今後への提言 

本制度は、制度趣旨、マネジメント、成果のいずれにおいても総じて相応の成果を

上げたと評価出来る。制度趣旨が長期的な視点に立ったものだけに、マネジメントや

成果判定の視点が、短期要因の影響を受けることとのバランスの取り方が難しい部分

だが、一貫してぶれることなく制度を継続し、しかも情勢に応じて不断の制度設計を

続けてきた姿勢とレアメタル確保戦略の中で NEDO が担当してきた「代替材料の開

発」分野の発展のためにマネジメント体制を整えて、大きく貢献した点が高く評価で

きる。 
しかしながら、中長期のリスクを展望し、短期的な商品市況の変動等に基づく成否

の判断には馴染まない本件のような制度の場合、「早期の事業化」をあまり厳密に課し

てしまうと、案件発掘の間口を狭めたり、事業者のモチベーション維持が難しくなっ

たりしかねないため、この点は設計時の工夫が求められる。今後は、想定していたよ

うな期間を通じて当初想定どおりのまま推移するのかどうかの分析、また変化が見込

まれる場合などにはどのような基準や方法でそれを行うのかについても並行して検討

しておくことが望ましい。また、本制度での対象元素数が少し多い印象があったので、

例えば 3 分類ぐらいに分ける等を検討いただきたい。単に他の元素に置き換える元素

戦略だけではなく、有効にカスケード方式なども採用して息長く活用（リサイクルも

含め、各部署との横断的なプロジェクトの推進なども含め）できるようなグローバル

なプロジェクトへの展開も今後に期待したい。 

 
＜総合評価＞ 
・ 希少金属材料の代替材料開発とその使用量低減開発による開発プロジェクトは時

代の流れを読み取り、適時、実施した点では意義が大きかったといえる。その開発

の成功率の高さも実績として、産業化に先例として示した点で、意義が大きいとい

える。 
・ 本制度は、制度趣旨、マネジメント、成果のいずれにおいても総じて相応の成果を

上げたと評価出来る。制度趣旨が長期的な視点に立ったものだけに、マネジメント

や成果判定の視点が、短期要因の影響を受けることとのバランスの取り方が難しい

部分だが、制度評価のプロセスを通じて後継プロジェクトへのインプリケーション

を引き出している点も評価すべきと考える。 
・ 本プロジェクトは的を射た提案であり、実績もあげており、評価は十分にできる。 
・ 事業の位置付け・必要性が明確であることが大きな強みになっている制度（事業）

だと思います。平成 18 年度を起点とし、一貫してぶれることなく制度を継続し、

しかも情勢に応じて不断の制度設計を続けてきた姿勢を高く評価します。レアメタ

ル確保戦略の中で NEDO が担当してきた「代替材料の開発」分野の発展に、マネ

ジメント体制を整えて、大きく貢献した点が高く評価できます。助成が全て成功す

る訳ではないので、勇気をもって助成事業を展開していただきたいと考えます。一

部で示された柔軟で弾力的な対応（代替・低減の枠に捉われない課題の選定と助成）
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も高く評価されます。 
・ 当初掲げた目的、目標に沿った事業が採択され、また十分な実績を出すことができ

ている。 

 
＜今後に対する提言＞ 
・ 希少金属材料の代替材料開発とその使用量低減開発による開発プロジェクトの開

発成果を実際に適用した事例を順次、示すことで、こうした開発の重要性を伝える

先行例となり、各企業がさらに希少金属材料の代替材料開発とその使用量低減開発

による開発を加速することになるため、具体的な採用事例の報告事例の開示が続く

ことを期待したい。 
・ 中長期のリスクを展望し、短期的な商品市況の変動等に基づく成否の判断には馴染

まない本件のような制度の場合、「早期の事業化」をあまり厳密に課してしまうと、

案件発掘の間口を狭めたり、事業者のモチベーション維持が難しくなったりしかね

ないため、この点は設計時の工夫が求められる。 
・ 重点的なプロジェクトであることは確かであるが、対象元素数が少し多く、全体と

して発散気味な印象であった。『特に重要視する元素群』、『重要視する元素群』、『そ

の他』と 3 分類ぐらいに分けてもいいように感じた。また、単に他の元素に置き換

える元素戦略だけではなく、有効に、カスケード方式なども採用して息長く活用（リ

サイクルも含め、各部署との横断的なプロジェクトの推進なども含め）できるよう

なグローバルなプロジェクトへの展開も今後には期待したい。 
・ 「レアメタル確保戦略」において、リサイクルと代替材料開発の成否は我が国の将

来の盛衰を決めると言っても過言ではないです。リサイクルはプロセスと深く関わ

る工業分野であるのに対し、材料開発は、本質的にゼロベースでのスタートとなる

分野です。逆に言えば、無限の可能性を持った分野でもあり、それだけに NEDO
が主導担当している「希少金属代替・低減技術実用化開発助成事業」の果たした役

割は極めて大きいと考えられます。その一方で、ゼロベースでスタートする材料開

発においては、地道な基礎研究の積み重ねが不可欠であり、ある日突然、新しい画

期的な材料開発が行われることも珍しくはありません。予算の枠組みを柔軟に設定

し、萌芽的な研究にも NEDO が目を向け、NEDO のノウハウを提供し、叱咤激励

することで大きな成果に繋がることも考えられます。大きな予算は不要、しかし、

実用化というキーワードで優れたマネジメント実績を誇る NEDO が材料として見

込みのある萌芽的研究に支援をすれば、それは文科省系の科研費を大きく凌駕する

新たな枠組みとして、我が国の発展に寄与すると考えています。 
・ 本制度が開始された当初にあっては、資源の供給リスク軽減といった目的設定が適

切であったかもしれないが、短中期的な社会変化に対応できるしくみが必ずしも十

分ではなく、その結果、目標の設定、また公募・審査などといったプロセスが硬直

的に運用されてしまい、波及効果が限定的にしか捉えられていない可能性がある。

そのため、資源の供給リスクという社会課題が、本制度で想定していたような期間
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を通じて当初想定どおりのまま推移するのかどうかの分析、また変化が見込まれる

場合などにはどのような基準や方法でそれを行うのかについても並行して検討し

ておくことが望ましい。材料技術開発分野における社会課題解決の効果測定は難し

く、しばしば抽象的、定性的な評価に陥ってしまって十分な評価が得られないか、

具体的かつ定量的な評価を追及するあまりに局部的な効果ばかりを取り上げてし

まったりすることも多い。材料技術開発がどのように社会課題の解決に貢献できる

のか、こうした研究開発活動を的確に評価するための方法論や指標なども今後開発

していくことが望まれる。因果関係の可視化が容易ではないというだけで、我が国

産業の基盤をなしている素材産業の評価や研究開発能力を過小評価すべきではな

い。本制度の実施により、我が国は世界有数の材料技術大国であることが世界で知

られるようになった。我が国における素材産業の集積、また材料技術分野における

優れた研究開発能力を国内外の社会課題解決のためにどのように活かしていくべ

きか、また我が国の技術や製品が世界市場で劣後しないための戦略へとどのように

つなげていくべきか、より戦略的な制度を検討していくことが今後求められる。 

 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象事業に係る資料 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 



－ 1 － 
 

 
事業原簿 

作成：平成２８年１２月 
上位

施策

等の

名称 

（平成 24 年度、25 年度助成）政策:1．経済成長、施策:②イノベーション 

（平成 26 年度、平成 27 年度助成）政策：5.エネルギー・環境、施策：5-2.新エネルギー・省

エネルギー 
事業

名称 
（平成 24 年度、25 年度助成） 

希少金属代替材料開発プロジェクト 

(平成 26 年度、27 年度助成) 

希少金属代替省エネ材料開発プロジェクト 

PJ コード：P08023 

推進

部 
材料・ナノテクノロジー部（旧電子・材料・ナノテクノロジー部） 

事業

概要 
平成 20 年度から希少金属の代替技術、使用量低減技術に係る技術開発を実施し、それ

らの供給リスク軽減および我が国企業の競争力強化に貢献した。 

一方、高機能・高性能な製品の生産量は年々伸びており、希少金属の潜在的な供給リス

クは依然として存在したため、引き続き代替低減に関した研究開発と実用化開発を行い、製

品化へ向けた技術の層を厚くし、希少金属を有効に活用する技術の多様化を進めることが

重要である。 

このような状況を踏まえ、実用化を加速することを目的として平成 24 年度から民間企業

に広くテーマを公募し、優れた提案に対し助成事業を行った。 

 

 

 

 

 

平成 24 年度の予算額等 

予算額 1.00 億円 

応募件数及び 

採択件数 
応募 10 件、採択 2 件 

採択テーマ名 超硬工具のタングステン使用量を削減する代替サーメット材

料の実用化 

耐摩耗工具用新規開発サーメットの改良と実用化 

テーマ実施期間 平成 24 年度～25 年度 

平成 25 年度の予算額等 

予算額 1.79 億円 

応募件数及び 

採択件数 
応募 6 件、採択 3 件 

採択テーマ名 ビスマス含有量を低減した低融点鉛フリーはんだの実用化開

発 

アンチモン低減複合難燃剤の開発 

小型振動子用ランガサイト型圧電結晶材料におけるランタ

ン、ガリウムおよびタンタル元素低減技術の開発 

テーマ実施期間 平成 25 年度～26 年度 

 

 

 

実施期間 平成 24 年～27 年度 

助成額 

 

助成率 

平成 24 年度：3 千万円～1 億円程度／1 件・年 

平成 25 年度～27 年度：5 千万円以内／1 件・年 

2/3 

対象 本邦の企業、大学等の研究機関 

資料４ 
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平成 26 年度の予算額等 

予算額 3.11 億円 

応募件数及び 

採択件数 
応募 7 件、採択 6 件 

採択テーマ名 白金族代替Ａｇ系ＤＰＦ触媒システムの実用化開発 

ＮｄおよびＤｙの削減に資する超小型自動車向けレアアースレ

スインホイールモータの開発 

排ガス浄化用触媒の白金族使用量低減代替技術の開発 

窒化チタンをベースとする超硬工具向けタングステン、コバル

ト代替材料の開発 

太陽電池用波長変換材料としてのイットリウム、ユーロピウム

低減蛍光体の実用化開発 

Ｅｕ、Ｃｅ、Ｙ不使用型Ａｇ含有ゼオライト蛍光体の開発とその

利用に関する研究 

テーマ実施期間 平成 26 年度～27 年度 

 

平成 27 年度の予算額等 

予算額 3.70 億円 

応募件数及び 

採択件数 
応募 7 件、採択 6 件 

採択テーマ名 温熱間用超硬工具の長寿命化によるタングステン使用量の

低減技術開発 

ビスマス含有量を低減した低融点鉛フリーはんだの用途拡大

に向けた実用化開発 

白金フリーるつぼによる世界最高発光量シンチレータの開発

および放射線検出器への応用 

Ｔｂ使用量削減を目的とした廃蛍光粉からの緑色蛍光体の分

離精製及び量産化技術開発 

プラズマによる反応促進技術を活用した貴金属低減技術の

開発 

ＩＴＯ代替微小銅ワイヤー透明導電膜（微小めっき法）の開発 

テーマ実施期間 平成 27 年度 
 

事業

期

間・

開発

費 

事業期間：平成 24 年度～平成 27 年度 

契約等種別：助成（助成率 2/3） 

勘定区分：一般勘定        （～平成 25 年度） 

エネルギー需給勘定 （平成 26 年度～） 

［単位：百万円］ 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 合計 

予算額 100 179 311 370 960 

執行額 103 108 232 403 846 
位置

付

け・

必要

性 

(1)根拠 

平成 18 年 3 月 28 日に閣議決定された「第 3 期科学技術基本計画」では、「ナノテク・材

料分野」を「重点推進 4 分野」の一つとして位置づけ、これに優先的に資源配分することとし

た。本研究開発は、同分野に列挙されている「戦略重点科学技術」のうち「資源問題解決の

決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術」にあたるものであり、文部科学省の

元素戦略プロジェクトと連携し基礎から実用化までの間隙のない支援体制を確立して行うも

ので、我が国の科学技術力の向上という観点からも極めて意義が高いものである。 
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 これに基づき、本制度では希少金属の使用量低減を加速するため、産業界で取り組まれ

ている希少金属代替・低減技術の実用化開発で、事業終了後数年で実用化することが期

待される優れた提案に対し、助成事業を行った。 

  

(2)目的 

希少金属、すなわちレアメタル※47 元素（レアアース 17 元素を含む）は、我が国産業を支

える部材の高機能化、高性能化のための重要な原料であり、近年その需要が拡大した。こ

れらの金属は、他の金属と比較して量的に存在が希少であり、産出国も偏在することから、

供給量の減少は我が国産業に多大な影響を及ぼす懸念がある。ＮＥＤＯでは、平成 20 年度

から希少金属の代替技術、使用量低減技術に係る技術開発を実施し、それらの供給リスク

軽減、および我が国企業の競争力強化に貢献してきた。 

一方、高機能・高性能な製品の生産量は年々伸びており、希少金属の潜在的な供給リス

クは依然として存在するため、引き続き代替と低減に関する研究開発と実用化開発を加速

し、製品化へ向けた技術の層を厚くし、希少金属を有効に活用する技術の多様化を進める

ことが重要である。 

このような状況を踏まえ、民間企業から広くテーマを公募し、優れた提案に対して助成し

た。本事業における成果が産業界で活用されることによって、希少金属の供給リスク軽減、

および我が国企業の競争力強化に資することを目的としている。 

 

※レアメタル：Ｌｉ、Ｂｅ、Ｂ、Ｔｉ、Ｖ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｇａ、Ｇｅ、Ｓｅ、 

Ｒｂ、Ｓｒ、Ｚｒ、Ｎｂ、Ｍｏ、Ｐｄ、Ｉｎ、Ｓｂ、Ｔｅ、Ｃｓ、Ｂａ、Ｈｆ、Ｔａ、 

Ｗ 、Ｒｅ、Ｐｔ、Ｔｌ、Ｂｉ 

（レアアース）Ｓｃ、Ｙ、Ｌａ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｎｄ、Ｐｍ、Ｓｍ、Ｅｕ、 

Ｇｄ、Ｔｂ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、Ｙｂ、Ｌｕ  

（出典：今後のレアメタルの安定供給対策について 総合資源エネルギー調査会鉱業分

科会レアメタル対策部会報告書（平成 19 年 7 月 31 日）） 

(3)目標 

 希少金属元素の使用原単位（一製品当たり）について、現状と比較して低減・代替目標を

設定し、ユーザー企業、大学等の外部機関に対して機能評価のためにラボレベルで提供で

きる（試料提供）水準に至るまでの技術を確立し、製品の機能や製造コストは少なくとも現状

と同等を維持することを前提とする。 

さらに、本助成事業は産業界で取り組まれている希少金属代替または低減技術の実用

化開発であって、事業終了後数年内に実用化することを目標とする。 

 提案公募型の本制度はテーマに則して、提案毎の詳細な個別目標を設定した。 
マネ

ジメ

ント 

(1)「制度」の枠組み 

我が国産業を支える部材の高機能化、高性能化のための重要な原料である希少金属、

すなわちレアメタル※47 元素（レアアース 17 元素を含む）に対し、平成 20 年度から希少金

属の代替技術、使用量低減技術に係る技術開発を実施した。 

一方、高機能・高性能な製品の生産量は年々伸びており、希少金属の潜在的な供給リス

クは依然として存在したため、引き続き代替と低減に関する研究開発と実用化開発を行い、

製品化へ向けた技術の層を厚くし、希少金属を有効に活用する技術の多様化を進めること

が重要でることから、平成 24～27 年度の予定で希少金属代替材料開発に対し、民間企業

へ広くテーマを公募し、事業終了後数年内に実用化することが期待される優れた提案に対

し、助成金を交付した。 

助成率・額および実施期間については、すべての事業において助成率を 2/3 とし、1 件あ

たりの助成額は平成 24 年度採択事業では 3 千万円～1 億円程度で期間は 2 年、平成 25、 
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 26、年度採択事業では各 5 千万円以内で期間は 2 年間とした。最終年度の平成 27 年度

採択事業は助成額 5 千万円以内で期間 1 年間とした。 

また、資源リスクの回避は我が国の重要な戦略であり、ＮＥＤＯとして短期的研究開発と

中長期的研究開発の方向性の違いをより明確に示すべきであるとの意見があった。本事業

は先に行った委託事業により、緊急応急的な供給リスクが低減したことから、これまで取り

上げなかった希少金属元素に対しても、製品化へ向けた技術の層を厚くし、希少金属を有

効活用する技術の多様化を進めることが重要であると考え、事業終了後、数年以内の実用

化を目指した助成事業である。供給リスク調査等により中長期的な研究開発が必要となっ

た場合は、本制度とは別に代替材料開発事業を検討する。 

 

(2)「テーマ」の公募・審査 

公募期間は一か月とした。また、公募開始の 1 ヶ月前にＨＰで事前周知し、公募期間中に

川崎、大阪で公募説明会を開催した。優良課題発掘のため公募期間外に企業ヒアリングを

行った。 

 採択審査は外部有識者からなる事前審査の結果を踏まえ、ＮＥＤＯに設置される契約・助

成審査委員会で実施した。 

事前審査は、公募提案に対し横断的な専門知識を有した有識者を共通の採択審査委員

として委嘱し、更に申請テーマの技術に造詣の深い専門家を個別に委嘱することで、それ

ぞれ最適なメンバー構成にて以下の方法で採択審査を実施した。 

 

・事前審査 

公募締め切り後、外部有識者により、申請書類およびヒヤリング結果について以下の 

基準により審査を行う。 

① 書面審査基準 

ⅰ事業者評価 

    技術、財務、事務管理、その他事業遂行に必要な能力の有無。 

ⅱ リスク軽減効果評価 

     対象となる元素のリスク、低減技術開発の必要性、企業競争力強化の効果  

ⅲ省エネルギー効果の評価 

     省エネルギー効果を審査。  

ⅳ事業化評価 

事業化に向けた開発体制、事業化計画の妥当性。  

② 技術評価 

提案された技術開発の基礎となる研究開発成果の有無、特許やノウハウなどの技 

術的優位性の有無、技術開発計画の妥当性 

採択テーマ公表時には、外部有識者からなる審査委員をＮＥＤＯのＨＰに公表してお

り、審査結果は提案者に通知したことから、審査の透明性も十分確保した。 

 

・契約・助成審査委員会 

事前審査委員会の結果を踏まえ、NEDO 内に設置する契約・助成審査委員会にお

いて、NEDO の定める基準等により審査を行う。 

契約・助成審査委員会審査基準 

①申請書類の内容が以下に適合していること。 

 ⅰNEDO が定める基本計画と合致していること。 

 ⅱ事業の方法、内容等が優れていること。 

 ⅲ経済性が優れていること。 

②助成事業者としての遂行能力が以下に適合していること。 

 ⅰ関連分野における事業の実績を有していること。 
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  ⅱ人員、体制が整っていること。 

 ⅲ必要な設備を有していること。 

 ⅳ経営基盤が確立していること。 

 ⅴ必要とする措置を適切に遂行できる体制・能力を有していること。 

 

(3)「制度」の運営・管理 

 採択テーマのマネジメントとして、テーマごとに主担当者を置き、助成事業先と綿密な情報

共有を行いながら進捗管理や問題の把握・解決に努めた。 

 平成 24、25 年度の希少金属供給リスク調査において、元素のリスク度が変化していたの

で、平成 25 年度以降の公募では採択審査基準（リスク軽減効果評価）の見直しを行った。 

 成果の普及の観点として、ナノテク展や合同シンポジウムにおいて、実用化の促進に向け

たパネル展示やプレゼン発表を行った。 

 平成 25 年 12 月に実施した外部アンケートでは、制度の運営・管理に関しては妥当との回

答を得た。 

  

 平成２８年７月に外部の有識者による技術評価委員会により技術評価と事業化評価を行 

った。 

（技術評価） 

 ①助成期間に計画していた技術開発達成度 

 ②助成期間後の技術課題と対策 

（事業化評価） 

① 市場と市場の中での位置づけ 

② 今後の取組と実用化の計画 

評価結果を点数付し以下の基準で、「妥当」、「改善が必要」に分類した。 

３点未満：改善が必要、3 点以上：妥当 



－ 6 － 
 

成果 テーマ評価の結果、全 17 事業の内、妥当が１６件、改善が必要は１件で約 94％の事業

が採択当初の目標値を達成した。 
採択年度 テーマ 達成度 

H24 
① 耐摩耗工具用新規開発サーメットの改良と実用化 妥当 

②超硬工具のタングステン使用量を削減する代替サーメット材料の実用化 妥当 

H25 

③ビスマス含有量を低減した低融点鉛フリーはんだの実用化開発 妥当 

③ アンチモン低減複合難燃剤の開発 改善が必要 

⑤小型振動子用ランガサイト型圧電結晶材料におけるランタン、ガリウムおよびタ

ンタル元素低減技術の開発 

妥当 

H26 

⑥白金族代替 Ag 系 DPF 触媒システムの実用化開発 妥当 

⑦窒化チタンをベースとする超硬工具向けタングステン、 コバルト代替材料の開

発 

妥当 

⑧Eu、Ce、Y 不使用型 Ag 含有ゼオライト蛍光体の開発とその利用に関する研究 妥当 

⑨Nd および Dy の削減に資する超小型自動車向けレアアースレスインホイール

モーターの開発 

妥当 

⑩太陽電池の高変換効率化に向けたイットリウム等希土類低減蛍光体の実用化

開発 

妥当 

⑪排ガス浄化用触媒の白金族使用量低減代替技術の開発 妥当 

H27 

⑫廃蛍光粉からのテルビウムを含む緑色蛍光体の分離精製及び量産化技術の

確立 

妥当 

⑬ＩＴＯ代替微小銅ワイヤー透明導電膜（微小めっき法）の開発 妥当 

⑭温熱間用超硬工具の長寿命化によるタングステン使用量の低減技術開発 妥当 

⑮ビスマス含有量を低減した低融点鉛フリーはんだの用途拡大に向けた実用化

開発 

妥当 

⑯プラズマによる反応促進技術を活用した貴金属低減技術の開発 妥当 

⑰白金フリーるつぼによる世界最高発光量シンチレータの開発および放射線検

出器への応用 

妥当 

 

評価

の実

績・

予定 

平成 25 年 12 月に外部アンケートにて制度評価（中間評価）（24、25 年度採択分）を実施。 

平成 26 年 5 月にテーマ評価（平成 24 年度採択分）実施。 

平成 28 年 7 月にテーマ評価（平成 25 年度～27 年度採択分）を実施。 

平成 28 年 12 月に制度評価を実施予定。 
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２．分科会における説明資料 
次ページより、制度の推進者が、分科会において制度を説明する際に使用した資料を示す。 

 
 （＊分科会資料 一部修正有り：平成２８年１２月２６日）
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参考資料１ 分科会議事録 
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「希少金属代替省エネ材料開発プロジェクト／希少金属代替・低減技術実用化開発助成事業」 

（事後評価）制度評価分科会  

議事録 

 

日 時：平成 28 年 12 月 12 日（月）13:30～15:35 

場 所：NEDO 川崎 2104 会議室 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町 1310 ミューザ川崎セントラルタワー21 階 

 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長   丸山 正明   技術ジャーナリスト  

分科会長代理 竹ケ原 啓介  株式会社日本政策投資銀行 産業調査部長 

委員     今中 信人   大阪大学大学院 工学研究科 応用化学専攻 物質機能化学コース 教授 

委員     垣花 眞人   東北大学 多元物質科学研究所 教授 

委員     清水 孝太郎  三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 環境・エネルギー部 

               主任研究員 

 

＜推進部署＞ 

吉木 政行        NEDO 材料・ナノテクノロジー部  部長 

伊東 賢宏      NEDO 材料・ナノテクノロジー部  主幹 

多井 豊        NEDO 材料・ナノテクノロジー部  主任研究員 

佐藤 仁宣     NEDO 材料・ナノテクノロジー部  主査 

 

＜評価事務局＞ 

徳岡 麻比古    NEDO 評価部 部長 

駒﨑 聰寛    NEDO 評価部 主査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

参考資料 1-2 
 

議事次第 

【公開セッション】 

１．開会、資料の確認 

２．分科会の設置について 

３．分科会の公開について 

４．評価の実施方法 

５．制度の概要説明 

5.1 「位置付け・必要性について」「マネジメントについて」「成果について」 

5.2 質疑応答 

（休憩） 

 

６．まとめ・講評 

７．今後の予定、その他 

８．閉会 

 

 

議事内容 

１．開会、資料の確認 

・開会宣言（事務局） 

・配布資料確認（事務局） 

２．分科会の設置について 

・分科会の設置について、資料 1 に基づき事務局より説明。 

・出席者の紹介（事務局、推進部署） 

３．分科会の公開について 

事務局より資料 2 に基づき説明し、議題３.研究評価委員会分科会の公開が了承された。 

４．評価の実施方法 

評価の手順及び評価報告書の構成について、事務局より資料 3-1～3-4 の要点をまとめたパワーポイ

ント資料に基づき説明し、事務局案どおり了承された。 

５．制度の概要説明 

5.1 「位置付け・必要性について」「マネジメントについて」「成果について」 

推進部署より資料 5 に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。 

 5.2 質疑 

【丸山分科会長】それでは、委員の方から質問をお願いしたいと思います。結構長いので最初の事業の

位置付け・必要性とそれ以降で分けたほうがいいのではないかと思います。まず、位置付け・必要

性に関して、お 1 人ずつコメントをいただければありがたいです。 

【清水委員】今回、制度評価分科会ということで、この制度評価の対象範囲ですが、上位階層から言う

と希少金属代替省エネ材料開発プロジェクトというのがあって、その下に開発助成事業があり、そ

の下にテーマがあるという理解です。そのうち、どの範囲を今回は評価の範囲と理解すればよろし
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いですか。助成事業のところという理解でよろしいでしょうか。 

【徳岡部長】ちょっと分かりにくいかもしれませんが、この制度でいろいろなテーマを個別に採択して

いるのですが、そのテーマの評価はここではしません。いまご説明いただいた、この制度の建て付

けがよかったのか悪かったのか、あるいはこういったところをもっと改善すればよかったというご

評価をいただきたいということです。 

【清水委員】ありがとうございます。そのうえでお伺いしますが、資料 5、スライドで言うと 6/26 ペ

ージ目で、当初、今回の事業の目的が資源問題の解決と、川上・川下連携の開発というのが挙げら

れていたかと思います。この一つ目に関しては、ある程度事業の中で目標なりに盛り込まれていた

かと思うのですが、川上・川下の連携というのが具体的にどのような形で、目標の設定に盛り込ま

れていたのか、また事業成果という見える形になってきていたのかが資料にはなかったので、よろ

しければ教えていただけないでしょうか。 

【佐藤主査】いま資料を用意していないのですが、これは中間制度評価でも指摘を受けました。開発サ

ンプルの評価先が実施計画に含まれず、実用化につながる評価の内容が不明確であったというよう

なことが、実は最初はあったらしいです。そのあと、平成 26 年、27 年の採択分に関しては、申込

書に開発体制を明確に書いてもらうことになりました。今までユーザーだった企業だと思うのです

が、その名称も含めて明確に書いていないと採択をしないという条件です。全部書いてもらったの

ですが、外部の評価先なのですが、川下の明確化と言うかそういうものをして、川下と連携を取っ

た開発をしているか、していないかというのを確認して、採択をしました。 

【垣花委員】ありがとうございました。制度ということでの話なのですが、いま委員のほうから、加速

するとか早期実用化ということが非常に大きなキーワードとして出てきていました。それが、制度

を設計するうえでの一つのキーワードになっていると思います。その結果の対象事業者として、8/26

のスライドなのですが、ここで加速化するということが大きなキーワードになっています。たとえ

ば実施期間として 2 年を限度とするとかですが、おそらく 2 年ぐらいでともかく加速化に資するよ

うな成果を出していただきたいということで制度設計されたのだと思います。平成 24 年度、25 年

度の事業が終わって、いま事後のほうに入っているわけですが、追跡調査の時期にきているのかな

と思います。制度設計されて、その結果この実施期間 2 年を限度としたということとの整合性とい

うことに関しては、いかがでしょうか。 

【佐藤主査】事業終了の翌年から、事業化したかどうかというのを、アンケートで提出してもらって確

認するようにしております。いまその確認が始まったのが、平成 24 年に採択した分は、27 年度か

らその確認をしております。25 年採択分は 28 年度からです。26 年、27 年に関しては、来年から確

認を始めるということになります。 

【垣花委員】おおむね私もこの事業の位置付けとか必要性ということについて、非常に妥当だなと話を

聞いていました。それに絡めて一つ、結果的にその評価の結果、極めて優れているというような評

価が出ていないと言うか、おおむね妥当というような評価表がございました。早期実用化というこ

とが足枷になって、2 年間という短期間ということもあって、その結果おおむね妥当でみんな終わ

ってしまったのかなというところと、制度設計の最初の段階で 2 年間というのが、どうだったのか

なということが、少し引っ掛かったということです。 

【佐藤主査】いま 17 件のテーマがありまして、製品として売り出しているというのが、1 件だけあり
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ます。あと 16 件はまだ研究中だったり、サンプルをつくっていたりというようなことです。ですか

ら、2 年というのが適当かどうかと言うと、長くできればいいのでしょうが、だらだら続けるわけ

にもいきません。この助成事業は、早期実用化が期待できる、事業終了後数年で事業化が期待でき

るものということで採択をしてきましたので、もうあと何年かすると実用化できるのではないかと、

私は期待をしております。 

【今中委員】詳しい説明をしていただいて、だいたいの様子がわかったのですが、その中でちょっと確

認したい点があります。2 点の成功例を紹介していただいたのですが、これは販売もしているもの

と、平成 29 年度に量産化するのがあるのですが、それ以外の○の付いている 15 件は、そのへんま

でいっているところはあるのでしょうか。ほとんど実用化見込みがあるようなテーマが、ほかにも

ありますが、時間の関係で 2 件だけの紹介だったのかどうかをお聞きしたい。 

【佐藤主査】ありました。一番製品化が進んでいるのが、27 年に採択をした⑭番です。温熱間用超硬

工具の長寿命化によるタングステン使用量の低減技術の開発というものがあります。これはテーマ

評価のときにはまだだったのですが、最近連絡を取って聞いてみたら、販売を開始しましたとのこ

と。ただ、限られたユーザーさんだけなのですが、評価をしてくれるユーザーさんには販売をして

おりまして、まだカタログには載っていないですが、パンフレットはつくったという報告を聞いて

います。 製品化が完全にされたというのは、それぐらいです。まだ開発の最後だというのが多い

と思います。 

【今中委員】17 件中 16 件が○ということで、成果はすごく挙げられたと思うのですが、1 件だけ未達

成のもについて少し説明いただければありがたいと思いました。 

【佐藤主査】企業名は伏せさせていただきますが、アンチモンの低減をしようというものです。アンチ

モンは、三酸化アンチモンという形で、プラスチック用の難燃剤に入っているもので、このアンチ

モンを 50％別のものに置き換えて、同じ難燃効果を出して、アンチモンの使用量を低減しようとい

う開発でした。当初、目標を立てるのですが、実を言うともう全部達成をしました。このプラスチ

ック用の難燃剤は、PVC（塩化ビニル）用と主に PP（ポリプロピレン）用があるのですが、客先に

対応するために、別のものを少量混ぜながらユーザーに対応していくということが必要だったよう

です。 

  その会社では、だいたい PVC が全体の 7 割ぐらい、PP 用が 3 割ぐらいの割合で生産しているとい

うことです。PVC 用に添加剤、熱安定剤を混ぜなければいけない。それでここが誤算だったのです

が、熱安定剤がここに書いてある 6 種類のものを混ぜたのですが、スズ系の有機物を混ぜたときは

問題なかったのです。しかし、その他のものでは、難燃効果が消えてしまったものと色が悪くなっ

てしまったものがありました。さらにこのスズの熱安定剤を混ぜることは、EU で有機スズが規制

対象になっているので、ユーザーが PVC へのスズ系の熱安定剤の使用はしていないとのことでした。

そういうことが、この開発の最後に分かりました。それで先ほど言いましたように、PP と PVC で

同じものを生産すればいいのですが、PP 用だと最大 4 トンぐらい、PVC はそれよりも多くて、全

部で月に 10 トン以上生産しているのです。PP 用は 4 トンしかなく、PVC 用はこのような理由で使

用できないということで、この新しい難燃剤が最大生産できるのが月 4 トンでは利益が見込めない

ということで、企業化後の時点で断念をしたということの報告がテーマ評価の場でありました。そ

れで全体に点数が低くなってしまったのだと思います。 
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  私の感想なのですが、最初から熱安定剤を混ぜるということで、これを最後に確認したので、もの

すごく判断が遅くなってしまったというのが、あまりよくなかったことだと思います。あと、ご存

じだと思うのですが、レアアースの市況が非常に下がってしまい、将来アンチモンが高くなるとい

う可能性はないではないと思うのですが、いま非常に価格が下がってしまい、この企業は開発の意

欲がかなり下がったのだと思います。それで企業化を断念してしまったのではと考えています。 

【今中委員】分かりました。技術的には目標はちゃんと達成されたのですが、そういった欧米の事情と

か、採算のことを踏まえて評価がそうなったということですね。 

【佐藤主査】はい、そうです。ただ、これも本来は、技術的な目標にならなければいけなかったのです

が、当初それらが入れられなかったのが、ものすごく残念なところだったと思います。 

【今中委員】受賞実績が 2 件あるのですが、これは第三者的な評価としては非常にありがたい評価にな

ると思うのですが、この 2 件というのは、先ほど紹介していただいた 2 件ではないのが入っている

のですか。具体的にはどれになるのですか。 

【佐藤主査】タンガロイ社ですから、超硬工具の 1 枚目になります。 

【今中委員】1 枚目ですね。それは、①②のどちらなのですか。サーメットが 2 つあるのですが、これ

は②のほうですか。 

【佐藤主査】①のほうです。 

【今中委員】それで 27 年度のほうは何番になるのでしょうか。 

【佐藤主査】26 年採択の⑪番に当たります。 

【今中委員】白金の低減ですか。 

【佐藤主査】そうです。 

【今中委員】分かりました。 

【竹ケ原分科会長代理】ご説明ありがとうございました。三つ論点があるわけですが、いまは最初の 1

番、位置付け・必要性についての妥当性を考えるということでよろしいですね。 

  最初にシートの 3 ページでご説明いただいたのですが、どうしてもこういう材料は短期的な市況は

上げ下げするので、どこで切り取るかで成否は違って見えると思うのです。しかし、もともとの問

題提起は中長期的な安定供給を目指すのだということを忘れてはいけないのだと思うのです。足も

とだと、おっしゃるとおりあまりにも採算性とか事業性を重視し過ぎると、いまこの市況で事業化

するのかという話になって、下手をすると失敗するかもしれません。しかし、技術的に成功してい

るということを重視するのであれば、もともとの課題設定が中長期的であり、まさに希少資源の代

替性を確保していくということが、国益にかなうことは間違いありませんから、NEDO がこれを支

援するという論点 1 については、何ら疑義はないと考えていいかなと思っています。 

 今まで各先生がおっしゃったような話なのですが、やはり早期事業化ということを考えて、しかも

2 年以内という目処をつけたがゆえだと思うのですが、シートの 10 ページで応募に対する採択件数

が、制度がだんだん熟してきて後半になればなるほど、応募してきて採択されたもののウエートが

上がっています。おそらくチャレンジングなものよりは、ほぼ確実に見えている、割と確度の高い

ものに応募が集中してきたかなという感じも少しいたします。 

  これがもう少し技術的な挑戦をサポートしたいと NEDO がお考えだったとしたら、本当によかった

のかというのは少し議論の余地があるかもしれないなと感じました。 
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【丸山分科会長】実質的には、1 から 3 まで実際には入っていて、たぶん全体の評価をしているのだと

思います。もう 1 回ですが、1 に関していまどちらかと言うと、竹ケ原委員のコメントが割と整理

されており、1 に関してはこうなのではないかというコメントを頂いたのですが、ほかの 3 人の方、

よろしいでしょうか。それで質疑は終わりということでよろしいでしょうか。先ほどのお話のよう

に、前と後ろが表裏一体で説明していますよね。 

【清水委員】マネジメントに係る話です。目標設定自体はたいへん素晴らしく、私も賛同しているので

すが、ただ、実際に資源問題の解決ですとか、企業の川上・川下の連携といった場合に、実はもう

少し議論が必要かと思います。この資源をただ単に減らせばいい、使用量を減らせばいいとか、代

替でやればいいというのは、やや限定的な目標設定になるのかもしれないと思っております。 

  なぜかと言うと、一つは人間が欲しがっているのは別に材料そのものではなくて、その材料が発揮

してくれる機能であったり、そういう機能を発揮する材料を組み合わせて作る製品であったりする

と思います。市場の変化のお話も先ほど出ていましたし、欧州の化学物質規制の話もありましたが、

材料ベースの議論が前提で目標の建て付けの前提になっているようですと、ちょっと後段のマネジ

メントもしづらくなる要因になっていたのではないかというのが一つ感じたところです。 

 これはマネジメントの問題かなと思っていたので、最初は申し上げなかったのですが、一部建て付

けにも関わるところがあるのかなと思いましたので、申し上げました。 

【丸山分科会長】いまの点について、ほかの 3 人の方はよろしいですか。マネジメントのところはすご

く重要だと思いますので。 

【垣花委員】スライド 10/26 ですが、発掘したテーマということで、なかなかご苦労があったのはない

かなと思います。 

  公募実施方法のところを見ますと、確かに十分公募期間を設けているのですが、NEDO は非常に慣

れているので、ほかのこういった事業との比較でおおむねこのぐらいの公募期間でよろしいという

ような判断と、それから説明会もきちんと実施しておられるので、そういう意味では問題はないと

思います。しかし、その割には、24 年度、25 年度がこのぐらいの応募件数というのは、この開発テ

ーマに関して予想どおりのおおむね期待されていたような応募件数であったのか、それとももう少

し本当は応募があった中で選びたかったのか。そのへんはいかがでしょうか。 

 要は発掘したという書き方をされているので、発掘というと相当、それこそ玉石混淆と言いますか、

いろいろなものが混じっていて、たくさんあってその中からしかるべき審査を経て、これはものに

なるぞというものを発掘したような意味合いがあります。これらのマネジメントの位置付けという

のは、どんなふうにお考えでしょうか。ほかの事業との経験則も含めお考えいただいたのだと思う

のですが、実際のところはいかがでしょうか。 

【佐藤主査】私が採択に関連したのが、最後の 27 年の採択分だけです。26 年ぐらいから、レアアース

の価格も安くなって、当初のモチベーションとか問題点がほとんどなくなったというのが現状でし

た。ですので、もうちょっとたくさん応募していただけるものかなと思っていました。 

  ただその中でも、このときの審査では、よければ全部採ろうと考えていました。もちろん駄目だっ

たら全部駄目にしようというような指示も当時の部長からあり、7 件中 6 件を採用したということ

です。1 件は採択できなかったのですが、いいものは採れたのではないかという感想です。その前

のほうは、よく分かりません。 
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【今中委員】位置付けということについてですが、希少金属代替というテーマとしてはいま非常に必要

なことだと思うのですが、元素の選び方として、尖閣のこと以降、希土類全部が入れられて出てき

てしまったために、いま現時点では非常に余っているランタンとかセリウムとかイットリウムも、

これはイオン半径的には重希土なのですが、化学的には軽希土と同等のものが入ってきています。

最初、平成 24 年にやられたときにそういうことがあったので、こういう形になったとは理解できる

のですが、もう少し元素名を精査してもよかったかなという感じは、印象としては持っています。 

公募されるときには、たとえばコバルトとかタングステンとか、強調されて公募されているのです

か、それとも単に希少金属という形で、各応募者が希少金属の判断をされているのでしょうか。 

【佐藤主査】基本的に公募では、経産省で定義したレアメタル全部を対象にしています。ただそれを選

択、審査する際には、鉱種の重要度は考慮に入っているはずです。 

【吉木部長】レアメタル戦略調査委員会で、そのときの希土類のうち、どれが重要かといったことを調

査していただいたうえで、その品種をいくつか、5 種目とかそういうものを挙げていただいて、わ

れわれのほうとしてはそれを採択のときに加味していくということです。 

【今中委員】私の認識している希土類の重要度とはちょっと違うものが選ばれているので、それを思っ

た次第です。 

【丸山分科会長】ただ、おそらく国としてはかなり長期的な展望であり、企業はおそらく現実的で短期

的な事業になると思うので、なかなか微妙です。採択委員会が、それを加味して採択するというこ

とだと思います。 

【多井主研】いまのに関連しまして、将来を見越して、どの元素に対策をしていくかというのは、非常

に難しいところがございます。最初のほうの説明でもありましたが、この事業は平成 18 年から始め

ているということで、まだ尖閣の問題が出る前でした。EU や米国の例を見てみますと、2010 年の

尖閣の問題があったあとから CMI (Critical Materials Institute)などを立ち上げている状況で、そ

ういう意味では、このわれわれの事業の先駆性というのは、国際的にも非常に評価されているとこ

ろだと思っております。 

【垣花委員】先ほどの 2 年ということと関係するのですが、スライド 13/26 のスケジュールについてで

す。研究開発マネジメントの 3 のスケジュールを見ると、事業としては 24 年度から始まって、27

年度まで 4 年ということですよね。 

  このスケジュールだと、どうしても最後の 27 年度のところは 1 年止まりという形になってしまうの

で、これはどうにもならないことなのかなという気がします。せっかく 27 年度で採択された 6 件が

いい成果を 1 年で、それこそまさに、短期で成果を出すようなものが 6 件出てそれも○をもらって

いる。ここが何とかもう少し、27 年度 1 年で終わらせない方策とか、あるいは別の見方として、き

っちり 2 年で切ってしまっているのが 24 年度開始、25 年度開始、26 年度開始の 11 件、その中で

たとえば非常に優れた成果が出て、もうあとひと息、半年でも 1 年でも補助をすればすごくジャン

プできて次に確実につながる、それで本当に 2～3 年後には事業につながるとか、そういう見極めみ

たいなものを、このマネジメント・制度設計の中に少し入るといいのかなということが、印象とし

て残っています。 

  それと、27 年度の 6 件だけが 1 年の助成で終わってしまって、ほかの 11 件とは条件が違うという

のが気になりました。はじめから、そうなるのは分かっていたことだと思いますが、そのあたりが
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改善できるのかなと感じました。 

【佐藤主査】1 例を説明すると、2 回目の 25 年採択したものの中に、低融点はんだのビスマス量の低

減というものがあるのですが、これに関しては 25 年に採択しまして、25 年の 10 月ぐらいから開始

して、実質 1 年半ぐらい実施しました。それでは足りなかったのだと思います。そのあと、1 年の

助成の 27 年分に応募されて、それを 2 回目採択しまして、実質計 2 年半程度助成をしたという例が

あります。 

  あと 27 年で 1 年というのはもともと分かっていたので、公募説明会の際に、1 年しかないので実用

化ぎりぎり、もうすぐ実用化できるものだけをわれわれは求めていますということを話しました。

先ほど話しましたが、ごく手前というものを応募して、それを採択することができました。いま製

品として売っているものが 1 件だけ、この 27 年採択でありました。 

【垣花委員】見過ごしておりました。①と②と③が、後にもう 1 回採択したというのですね。 

【佐藤主査】いえ、1 例だけです。 

【垣花委員】スライド 16/26、17/26 の表を見ますと、①②と同じですか。 

【佐藤主査】それは鉱種の採択理由だけです。この中で 25 年採択の③番と 27 年採択の⑮番が、同じ

製品を開発しようとしたテーマです。 

【丸山分科会長】ほかによろしいですか。後ろのほうの研究開発成果と実施の効果あたりのところはい

かがでしょうか。 

【清水委員】先ほど多井さんがご指摘されていた点はすごく重要かなと思っております。 

  私どももかなり以前、この事業が助成事業の前に委託事業が始まったころの状況も知っております

が、当時欧米はこうしたものにあまり着目していない中で、日本が先んじてやったというのは、た

いへん意義の大きいことだと思っています。 

  結果として、いま日本が材料技術開発を主導できる立場にまで上がるきっかけをつくったのがこの

事業ではないのかなと思っているのです。ただ残念ながら、当初の目的はおそらくそこまでは念頭

に置いていなかったので、あくまで資源問題の対応ですとか、川下・川上の連携というところにと

どまっていたと思います。ぜひここの成果のところでは、日本が世界の材料技術開発をある意味主

導する大きなグランドデザインを描くポジションにまで上がることができたところは訴えてもよい

のではないのかなと思っております。 

【垣花委員】成果のところなのですが、スライド 24/26 のところですが、24、25 年度は始まったばか

りということで、おおむねこのような状況なのは理解できます。しかし、そのあとにたとえば研究

発表とか講演について、こういった技術開発ですと、なかなか発表などには制限がある中で、かな

り活発に発表・講演をされているというのはちょっと気を引くような気がします。 

 これは、審査や採択とかそういうところで波及効果の中に研究発表・講演というものが、中間制度

評価の見直しのときに、入れ込んだのでしょうか。そういうこととは関係なく、たまたまなのでし

ょうか。 

【佐藤主査】中間制度評価では、委員会を開いたわけではなくて、アンケート調査をしています。その

ときの内容を見ますと、もっとやってくださいという内容はなかったです。おそらく、まったく無

関係に、26 年から増えていったのだと思います。 

【垣花委員】展示会の出展なども増えていますね。 
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【佐藤主査】はい。テーマ数も増えていることは確かです。 

【丸山分科会長】展示会は nano tech 展も入っているのですね。逆に言えば、ユーザーに見せて、使い

ませんかというプレゼンをやっているということになると思うのです。 

 確認なのですが、特許出願は、助成期間内だけのもので、たとえば 24 年とか 25 年に終わったテー

マについて、そのあと周辺特許を出したのは、NEDO には報告はないからここにカウントはしない

のですよね。 

【佐藤主査】いえ。もちろん助成事業が始まる前のものはカウントしていないのですが、それ以降のも

のはカウントしています。 

  今回あらためて、もう 1 回聞いて集計しました。ですから助成期間が終わったあとも、助成したも

のは入れます。その前のものは入れなかったということです。 

【丸山分科会長】いつも言っていることなのですが、こういう特許出願について、いわゆる審査請求し

ているかどうかのほうが本当は大事だと思います。本当はやはり使う気があるのかどうかを、予備

でもいいから何かデータを出していただいたほうが良いかと思います。そういう時代になっている

と思うのです。要するに、出願しっぱなしという企業もいまはゼロではないので、それはあまり意

味がない。出願しっぱなしというのは、日本では情報を垂れ流していることになっている可能性が

あるのです。やはり、審査請求をするかどうかが真剣度になると思うので、本当はそれを知りたい

なという気はするのです。 

【佐藤主査】分かりました。 

【吉木部長】その点では、われわれは特許出願後の状況通知というのをいただいていますので、それは

フォローしています。 

【丸山分科会長】ここで発表するかどうかは別にして、本当はいい案件があったら出したほうが、これ

だけ成果が上がりましたよ、と言えると思うのです。 

【吉木部長】わかりました。そういうデータがあればいいと思いますが、データを私たちはもらってい

ますので、ここに入れ込むことはできるとは思います。 

【丸山分科会長】全体に関していかがでしょうか。 

【今中委員】マネジメントと成果については今後につながるとは思うのですが、希少金属の低減技術実

用化ということで、リサイクルという点も含めて低減化を今後考えていただければありがたいかな

とは思いました。 

  平成 27 年で 1 件だけ分離で回収というのはあるのですが、白金につきましても、自動車用の触媒は

かなりの部分を回収しています。やはり有効な元素は上手に使ってまた再度使うようなことも低減

化にもつながるのかなとは思います。これは 1 件だけが未達成ということでしたが、ほかはもうほ

とんど成果を挙げられていて、選ばれている金属に関してもレアメタルの白金、それからインジウ

ム、希土類でもいろいろ言われているユウロピウムなどが入っておりますので、しっかり選択をさ

れて成果を挙げられているのは、非常に評価をしております。 

  今後、単に使う量を減らす、使わないだけではなく、有効に使う、または再利用など総合的な利用

を踏まえたことを、マネジメントしていただければ、さらに成果が挙がると感じた次第です。 

【丸山分科会長】それはコメントで書いて頂ければと思います。制度設計の中にそういうのを入れ込ん

でおいたほうがよかったとか、これからは入れ込むべきだとかです。これからまたいろいろなプロ
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ジェクトが始まると思いますが、そのときに元素とか資源系は、やはりこういう考え方を加味した

ほうがいいというコメントを付けていただくことになると思います。 

【吉木部長】縦割りで申し訳ないのですが、リサイクルに関しては環境部のほうが担当しております。

材料・ナノテクノロジー部としては、代替技術の開発という方向でやっています。 

【丸山分科会長】最後にお聞きになりたいことがあれば、いかがでしょうか。 

【垣花委員】テーマ評価のところで、質問させていただきたいのですが、スライド 18/26 です。 

  この部分は、私どもの手元にある資料と同じものでないのですが、私の手元の資料のほうで言いま

すと、5 というのが大幅達成、それから 4 以上が達成で、3 以上が達成、それで 3 点未満が未達とい

う表示です。私どもの手元資料で見ますと、大幅達成という用語というのがそれとは合わないです。

達成と大幅達成の違いというのは、評価しにくいのかなというのがあります。期待以上という意味

での大幅達成なのでしょうか。 

  それと、今回、表のほうも手元の資料の 19/26～21/26 の○×が付いているのですが、これがスライ

ドのほうとやはり表記が違っています。スライドのほうは◎優れている、○おおむね妥当、×改善

が必要、という紹介をされていました。こちらの手元の資料ですと○達成、△達成見込み、×未達

となっていますので、どちらが正しいかという質問です。もう一つは、大幅達成みたいなものを 5

段階評価の中にもし入れ込んだとすると、これはなかなか評価する人がいたときには厳しいのでは

ないかなと思います。要は評価をつけにくいということになるので、テーマの評価、評価方法につ

いてご検討いただけるといいなと思います。（※１） 

【佐藤主査】私が最初に資料をつくったときに間違えてしまいまして、つい数日前ぐらいに指摘を受け

ました。修正したのがスクリーンに映っている資料で、こちらのほうが正しい表記になっておりま

す。大幅達成だと確か特性値が倍程度出るというようなことで、今回はそこまでいったものはあり

ませんでした。おおむね当初の目標は全部達成しているのですが、本当にすごい特性が出たという

ものはなかったので、ほぼ全部○だったという結果になりました。（※２） 

【垣花委員】分かりました。 

【丸山分科会長】このプロジェクトテーマは事業化できるかどうかというテーマで、研究開発テーマと

は違います。研究開発テーマというのは数値目標を達成すれば、評価は◎になるかと思うのですが、

テーマ評価のほうは事業として将来可能性があるかどうかという評価をしています。そうすると、

入り口まできたが、そのあと会社として事業化をするかどうかというのは、会社内での検討になる

ので、それらの表記がなかなか微妙なのだと思います。 

 たとえば、ある会社でものすごくいいテーマが出ても、そのあとその会社が、いわゆる会社の事業

領域に見るのか、非領域に見るかとか、いまはやってきています。そういうところとも絡んで、必

ずしもプロジェクトの成果イコール事業に必ずしますということではないというところが、なかな

か痛しかゆしのところだと思うのです。 

【佐藤主査】さきほどのアンチモン関連のメーカーも、当初の目標は全部達成したのだけれど、最後の

ところで事業化だけやめてしまったというようなことなので、いま言われたとおりだと思います。 

【吉木部長】この表記については、少々齟齬があるかもしれません。われわれのほうで、もう 1 回確認

したいと思います。（※３） 

【丸山分科会長】もし何かあれば急いで教えていただくということでお願いします。 
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【吉木部長】はい。 

 

議題 6 まとめ・講評 

【丸山分科会長】それぞれコメントをお願いしたいと思います。清水委員からお願いいたします。 

【清水委員】当時の日本の状況を考えると妥当な目標設定だったのではないかなと思います。一方で、

市場の状況が変わるとか、先ほど NEDO からもご指摘がございましたが、そういう情勢変化に対し

て、ややマネジメントがちょっと硬直的な仕組みになっていたのではないかなと感じました。もう

少し市場の変化ですとか、先ほどの規制物質の話ですとか、そうしたものを柔軟に受け止めること

ができるような仕組みというのが、少し織り込まれているとよかったのではないのかなと思います。 

 とくに資源の利用ということで言うと、今中先生が先ほどおっしゃっていましたが、いかに上手に

使って、人間社会のためになるような技術開発をするのかという視点がやはり重要だと思います。

当然、リスクを減らすというのも大事な視点ではあるのですが、それ以外で、いかに市場でユーザ

ーが気に入ってくれるかどうかという視点も柔軟に取り込めるとよかったのではないかなと思いま

す。あと先ほど私から質問申し上げましたが、上流、下流の連携に対して、提案書で書いていただ

くというお話もあったかと思います。こう言うと語弊があるかもしれませんが、ある意味材料技術

の方が、このようなナショナルプロジェクトというお墨付きをもらって堂々とユーザーの方と議論

できる場の提供にもなるかと思います。ですので、提案書だけではなくて、もう少し継続的にユー

ザーを巻き込みながら、市場性の織り込みというのも自然にできると良いだろうと思います。そう

いう運用も今後は入れられるとよいのではないのかなという気がいたしました。 

【垣花委員】早期実用化を目指しているということと、それからいまもお話がありましたように中長期

的な視野と、いろいろなことが相反するようなところがある中での制度設計で、非常にご苦労なさ

ったと思います。その中で、非常にいい位置付けがなされていたのではないかと思います。 

  もう一つ、これは第 3 期科学技術基本計画を参考にしたプロジェクトということになっていると思

うのですが、次の第 4 期科学技術基本計画等も見据えたうえで、このプロジェクトの制度をこれか

ら事後評価していく中でも、視野に入れて欲しい。また一つの基本計画の中でも柔軟に、早期実用

化ということをうたっているのですが、その中で柔軟に見直せる仕組みとして、中間的なものを入

れていらっしゃるのは非常にいいことかなと思います。 

  ただこの中間制度評価の中で得た意見というのが、その当時、おそらく 25 年度の状況と変わってし

まっているので、なかなか難しかったのかなとは思います。中間と現在の事後の制度評価という中

で、状況によっては、それ以外の年度にも見直すとか、柔軟な見直しの機会を設けるのはいいので

はないかなという印象を持ちました。 

 それと、結果的には非常にいい成果・ほぼ達成したような課題ばかりになったというのは、たいへ

んよいテーマを選ばれたのではないかなと思います。今後、追跡調査をしっかりやっていただいて、

この事業が最終的にどうなったのかということを確認することが大事であると思います。その点よ

ろしくお願いします。 

【今中委員】希少金属に係るこの制度はたいへん重要だと思っています。世界に先駆けてやられたとい

うことですから、着眼点は非常によかったと思います。 

  成果も 1 件を除き、全体的にすごく評価が高いのではないかと感じています。 
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  ただやはり、2 年間というのは非常に短いと思っております。2 年後にすぐに評価というのは、これ

はかなり厳しいかなと思います。制度的にできないのであれば仕方ないのですが、1 年か 2 年ぐら

い猶予を持ってどうなったかを見れば、助成した成果がどうなったかを見られる。あとどのぐらい

発展しているかを見るいい機会になると感じました。 

 それともう一つ、レアメタルということで、かなりの数の元素がありますので、可能でしたらある

程度、最重点元素とか重点元素とかを絞って頂いて、テーマ設定して頂けたらと思います。例えば、

白金だとか、ジスプロシウムだとか、元素を絞って行うのも一つかなと感じた次第です。 

【竹ケ原分科会長代理】今回は、制度およびシステムの評価になります。7/26 ページを開けていただ

きたく。他であれば、資料 3-2 で評価項目・基準についてですが、1 番の位置付けについて、目的

の妥当性と目標の妥当性の両方を聞いておられます。最後の成果については、目標を達成したかど

うかという設定になっています。 

  7/26 ページで何を申し上げたかったと言うと、「実用化を加速することを目的」と赤字で書いてい

らっしゃるので、実用化を加速することが目的だったのだろうなと思われます。だとすれば、まさ

に実用化を加速したかどうかを検証できるような KPI (Key Performance Indicators)を設定してお

く、あるいは KPI を設定できるものを目的に据えるほうが事後的な検証は楽なような気がします。 

  禅問答みたいなことを申し上げていますが、おそらく目的が加速したかどうかというのを事後的に

検証するのはすごく難しいです。むしろ、しっかり予算を確保されて、その予算に見合うだけの質

の高い提案がきちんと集まって、助成がなされて、結果的にその対象テーマがおおむね妥当という

結論が得られた。ここが、この制度の成否を左右するアウトカムなのでしょうから、そこの部分を

もう少し評価する方が良いかと思いました。おそらくこのシステムの評価自体がまだ始まったばか

りなので、慣れていないのだと思うのですが、目的の妥当性と成果の達成の評価はおそらく表裏一

体になります。このあたりをどう考えるかということを今後もう少し詰めてもいいのかなと思いま

した。ただ政策趣旨については、冒頭で申し上げたとおり、何の疑義もありません。 

【丸山分科会長】いま竹ケ原分科会長代理が、ほとんどまとめをおっしゃっていただいたので、そのと

おりだと思います。 

  今回は、テーマ評価ではなくて、制度評価であるということで、そこを織り込んで頂きたい。正直

言って、文章化するのは結構難しいと思います。何とか知恵を絞って、コメントにしていただけれ

ばありがたいと思います。後継のプロジェクトを立てるときに、制度設計をどうするのか反映して

いただければ一番いいと思いますので、ぜひお知恵を絞っていただきたいと思います。 

【吉木部長】資料のほうに不備がありまして、誠に申し訳ございません。 

 いままでおっしゃっていただいたコメントに対して、われわれとしてもきちんと追跡をして、事業

化に資する場合、われわれの支援が必要と判断される場合には、ほかの制度も含めて支援していき

たいと思っております。ぜひ事業化が進むように推進したいと思っております。 

  今後の制度評価に対してなのですが、2～3 年後をめどに、事後評価を実施するのはどうかというお

話がございました。今後は、追跡評価を進めてまいりますので、その結果を踏まえて検討したいと

思っております。よろしくお願いいたします。（※４） 

 

７．今後の予定 
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８．閉会 

 

補足説明：評価委員からの（※１）コメントを受け、推進部署から（※２）～（※４）の発言があった。 

発言内容に基づき、分科会後に推進部署にて再検討した結果、資料４と資料５を改訂した。 
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配布資料 

資料 1 研究評価委員会分科会の設置について 

資料 2 研究評価委員会分科会の公開について 

資料 3 研究評価委員会分科会における秘密情報の守秘と非公開資料の取り扱いについて 

資料 3-1 NEDO における制度評価・事業評価について 

資料 3-2 評価項目・評価基準 

資料 3-3 評価コメント及び評点票 

資料 3-4 評価報告書の構成について 

資料 4 事業原簿（公開） 

資料 5 概要説明資料「位置付け・必要性」「マネジメント」「成果」について（公開） 

資料 6 今後の予定 
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参考資料２ 評価の実施方法 
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NEDO における制度評価・事業評価について 

 
 
1. NEDO における制度評価・事業評価の位置付けについて 

NEDO は全ての事業について評価を実施することを定め、不断の業務改善に資するべく

評価を実施しています。 
評価は、事業の実施時期毎に事前評価、中間評価、事後評価及び追跡評価が行われます。 
NEDO では研究開発マネジメントサイクル（図 1）の一翼を担うものとして制度評価・

事業評価を位置付け、評価結果を被評価事業等の資源配分、事業計画等に適切に反映させる

ことにより、事業の加速化、縮小、中止、見直し等を的確に実施し、技術開発内容やマネジ

メント等の改善、見直しを的確に行っていきます。 

 

図 1 研究開発マネジメントサイクル概念図 

 
2.評価の目的 

NEDO では、次の 3 つの目的のために評価を実施しています。 
(1)業務の高度化等の自己改革を促進する。 
(2)社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む。 
(3)評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する。 

 
3. 評価の共通原則 
評価の実施に当たっては、次の５つの共通原則に従って行います。 
(1)評価の透明性を確保するため、評価結果のみならず評価方法及び評価結果の反映状況

を可能な限り被評価者及び社会に公表する。 
(2)評価の明示性を確保するため、可能な限り被評価者と評価者の討議を奨励する。 
(3)評価の実効性を確保するため、資源配分及び自己改革に反映しやすい評価方法を採用
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する。 
(4)評価の中立性を確保するため、外部評価又は第三者評価のいずれかによって行う。 
(5)評価の効率性を確保するため、研究開発等の必要な書類の整備及び不必要な評価作業

の  重複の排除等に務める。 

 
4.制度評価・事業評価の実施体制 
  制度評価・事業評価については、図 2 に示す実施体制で評価を実施しています。 
 ①研究評価を統括する研究評価委員会をＮＥＤＯ内に設置。 
②評価対象事業毎に当該技術の外部の専門家、有識者等を評価委員とした研究評価分科会

を研究評価委員会の下に設置。 
③同分科会にて評価対象事業の評価を行い、評価報告書が確定。 
④研究評価委員会を経て理事長に報告。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

図 2 評価の実施体制 

 
 
5. 分科会委員 
  分科会は、対象技術の専門家、その他の有識者から構成する。 

 
 
 

N E D O 

評価報告書確定・報告 

理 事 長 

報告 

国 民 

評価結果公開 

分 科 会 Ａ 

研究評価委員会 

評価結果の制度等への反映 
推 進 部 署 

評 価 事 務 局 

分科会 B 

評価報告書（案）作成 

分科会 C 

分科会 D 
推 進 部 署 ※ 

制度の説明 

※実施者が加わることもある 
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「希少金属代替省エネ材料開発プロジェクト／希少金属代替・低減技術実用化開発助成事業」

（事後評価）に係る評価項目・基準 

 

 

1. 位置付け・必要性について 

(1) 根拠 

 ・実施期間を通じて総体的に、政策における「制度」の位置付けは明らかであったか。 

 ・実施期間を通じて総体的に、政策、市場動向、技術動向等の観点から、「制度」の必要性は明らかであ

ったか。 

 ・実施期間を通じて総体的に、NEDO が「制度」を実施する必要性は明らかであったか。 

(2) 目的 

 ・「制度」の目的は妥当であったか。 

(3) 目標 

 ・「制度」の目標は妥当であったか。 

 

2. マネジメントについて 

(1) 「制度」の枠組み 

 ・目的、目標に照らして、「制度」の内容（応募対象分野、応募対象者、開発費、期間等）は妥当であった

か。 

 ・目的、目標に照らして、「テーマ」の契約・交付条件（研究期間、「テーマ」1 件の上限額、NEDO 負担率

等）は妥当であったか。 

(2) 「テーマ」の公募・審査 

 ・「テーマ」発掘のための活動は妥当であったか。 

 ・公募実施（公募を周知するための活動を含む）の実績は妥当であったか。 

 ・公募実績（応募件数、採択件数等）は妥当であったか。 

 ・採択審査・結果通知の方法は妥当であったか。 

(3) 「制度」の運営・管理 

 ・研究開発成果の普及に係る活動は妥当であったか。 

 ・「テーマ」実施に係るマネジメントは妥当であったか。 

 ・「テーマ」評価は妥当であったか。 

 

3. 成果について 

 ・最終目標を達成したか。 

 ・社会・経済への波及効果が期待できる場合、積極的に評価する。 



 

 

 
 
  
 

 

本評価報告書は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集しています。 
 

平成２９年２月 

 

 

 NEDO 評価部 

 部長 徳岡 麻比古  

 統括主幹 保坂 尚子  

 担当 駒﨑 聰寛 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載しています。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 

 


